
資料編 

株式の状況 NISHI-NIPPON CITY BANK REPORT 2005

株式の状況（平成17年3月31日現在） 
1．株式数　 
　　　　　　発行する株式の総数　1,800,000千株　［内 普通株式 1,500,000千株　優先株式　　 300,000千株］ 
　　　　　　発行済株式の総数　　　762,977千株　［内 普通株式 　692,977千株　第一回優先株式 70,000千株］ 

2．当年度末株主数 
　　　　　　普通株式 21,989名　第一回優先株式 1名 

3．大株主上位10社 

従業員の状況 

店舗数の推移 

現金自動機器等設置状況 

従 業 員 数  

平 均 年 齢  

平 均 勤 続 年 数  

平 均 給 与 月 額  

3,107人 

37歳5か月 

15年4か月 

391千円 

第93期末 
（平成15年3月31日） 

2,875人 

38歳2か月 

16年0か月 

402千円 

第94期末 
（平成16年3月31日） 

4,508人 

39歳2か月 

16年10か月 

403千円 

第95期末 
（平成17年3月31日） 

248 

61 

6 

315

第93期末 
（平成15年3月31日） 

246 

57 

4 

307

第94期末 
（平成16年3月31日） 

嘱 託  

臨 時 雇 員  

海外現地採用者  

　 合 　 計 　  

本 支 店  

出 張 所  

代 理 店  

国 内 計  

支 店  

駐在員事務所 

海 外 計  

 

 

 
国  内 

 

 

海  外 

（単位：人） 

（注）1. 平均年齢、平均勤続年数、平均給与月額は、それぞれ単位未満を切り捨てて表示しております。 
　　  2. 従業員数には、嘱託、臨時雇員及び海外の現地採用者は含んでおりません。 
　　  3. 平均給与額は、賞与を除く3月中の平均給与額であります。 
　　 4. 従業員の定年は、満60歳に達したときとしております。但し、当行が必要と認めたときは、嘱託として期限を定めて再雇用することがあります。 
 

（注）（　）内は、うち店舗外設置台数です。 
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第95期末 
（平成17年3月31日） 

現金自動支払機（CD） 

現金自動預入支払機（ATM） 

為 替 振 込 専 用 機  

　 合 　 計 　  

（単位：台） 

  

（単位：台） 

156 

13 

3 

172 

－ 

3 

3 

175

第93期末 
（平成15年3月31日） 区　　　分 

区　　　分 

147 

10 

3 

160 

－ 

3 

3 

163

第94期末 
（平成16年3月31日） 

258 

24 

2 

284 

－ 

3 

3 

287

第95期末 
（平成17年3月31日） 

  

合　　　　計 

第95期末 
（平成17年3月31日） 

278 

130 

4 

412

1,892人 

39歳5か月 

16年11か月 

369千円 

平成16年3月31日 

（91） 

（261） 

（0） 

（352） 

96 

655 

0 

751

平成16年3月31日 

平成16年3月31日 

72 

284 

－ 

356

西日本銀行 福岡シティ銀行 西日本シティ銀行 

西日本銀行 福岡シティ銀行 西日本シティ銀行 

西日本銀行 西日本シティ銀行 

西日本銀行 福岡シティ銀行 西日本シティ銀行 

〈ご参考〉 

〈ご参考〉 

（単位：店・所） 

平成16年3月31日 

111 

14 

－ 

125 

－ 

－ 

－ 

125

福岡シティ銀行 

〈ご参考〉 

〈ご参考〉 
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配当政策 
　当行における利益配当につきましては、銀行経営の公共性と健全経営の観点から、適正な内部留保の充実による財務体質の強化を図る
ことにより、安定した配当を維持することを基本方針といたしております。基本方針に基づき、当期は期末一括配当として、普通株式は1株
当たり4円、優先株式は1株当たり12円といたしました。 
　今後とも内部留保資金の一層の充実に努め、経営体質の強化・拡充を図ってまいりたいと考えます。 

（第一回優先株式） 

株式所有者別状況 
（普通株式） 

（注）1. 自己株式530,394株は「個人その他」に529単元、「単元未満株式の状況」に1,394株含まれております。 
　　　 なお、自己株式530,394株は株主名簿上の株式数であり、期末日現在の実質的な所有株式数は529,694株であります。 
　　 2. 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、22単元含まれております。 

株 主 数 （人）  

所有株式数（単元） 

割 　 合 （％）  

－ 

－ 

－ 

116 

400,509 

58.36

32 

6,230 

0.91

1,786 

135,092 

19.69

158 

73,836 

10.76

2 

3 

0.00

9,361 

70,578 

10.28

11,455 

686,248 

100.00

－ 

6,729,205 

－ 

政府及び 
地方公共団体 金融機関 証券会社 その他の法人 個人その他 計 外国法人等 

（個人以外） 
外国法人等 
（個人） 

区　　　　分 
単元未満 
株式の状況 
（株） 

単元未満 
株式の状況 
（株） 

株式の状況（1単元の株式数1,000株） 
 

株 主 数 （人）  

所有株式数（単元） 

割 　 合 （％）  

－ 

－ 

－ 

1 

70,000 

100.00

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

1 

70,000 

100.00

－ 

－ 

－ 

政府及び 
地方公共団体 金融機関 証券会社 その他の法人 個人その他 計 外国法人等 

（個人以外） 
外国法人等 
（個人） 

区　　　　分 
株式の状況（1単元の株式数1,000株） 

 

資本金の推移 

平成12年3月31日 

平成17年3月31日 

転換社債の転換（平成11年4月1日～平成12年3月31日） 

第1回無担保転換社債型新株予約権付社債の転換 

 

0.5 

8,492

増　資　額 年　　月　　日 

50,872 

59,364

摘　　　　　要 

（単位：百万円） 

増資後資本金 

（優先株式） 

（普通株式） 

住　　　　　所 所有株式数（千株） 発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合（%） 氏名又は名称 

住　　　　　所 所有株式数（千株） 発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合（%） 氏名又は名称 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 東京都中央区晴海1丁目8-11 85,208 12.29 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 東京都港区浜松町2丁目11-3 25,971 3.74 

株式会社新生銀行 東京都千代田区内幸町2丁目1-8 21,281 3.07 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内1丁目6-6 20,477 2.95 

富士火災海上保険株式会社 大阪市中央区南船場1丁目18-11 18,746 2.70 

株式会社あおぞら銀行 東京都千代田区九段南1丁目3-1 18,600 2.68 

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内1丁目2-1 14,099 2.03 

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内1丁目3-3 13,507 1.94 

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町2丁目2-1 11,000 1.58 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内2丁目1-1 10,945 1.57 

　　　　　　　　計　 　　　　　　　　－ 239,835  34.60

株式会社整理回収機構 東京都中野区本町2丁目46-1 70,000 100.00

平成16年4月1日～ 
平成17年3月31日 （　　　　　　　　　　     ） 
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株式の状況（平成17年3月31日現在） 
1．株式数　 
　　　　　　発行する株式の総数　1,800,000千株　［内 普通株式 1,500,000千株　優先株式　　 300,000千株］ 
　　　　　　発行済株式の総数　　　762,977千株　［内 普通株式 　692,977千株　第一回優先株式 70,000千株］ 

2．当年度末株主数 
　　　　　　普通株式 21,989名　第一回優先株式 1名 

3．大株主上位10社 

従業員の状況 

店舗数の推移 

現金自動機器等設置状況 
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15年4か月 

391千円 
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（注）1. 平均年齢、平均勤続年数、平均給与月額は、それぞれ単位未満を切り捨てて表示しております。 
　　  2. 従業員数には、嘱託、臨時雇員及び海外の現地採用者は含んでおりません。 
　　  3. 平均給与額は、賞与を除く3月中の平均給与額であります。 
　　 4. 従業員の定年は、満60歳に達したときとしております。但し、当行が必要と認めたときは、嘱託として期限を定めて再雇用することがあります。 
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配当政策 
　当行における利益配当につきましては、銀行経営の公共性と健全経営の観点から、適正な内部留保の充実による財務体質の強化を図る
ことにより、安定した配当を維持することを基本方針といたしております。基本方針に基づき、当期は期末一括配当として、普通株式は1株
当たり4円、優先株式は1株当たり12円といたしました。 
　今後とも内部留保資金の一層の充実に努め、経営体質の強化・拡充を図ってまいりたいと考えます。 

（第一回優先株式） 

株式所有者別状況 
（普通株式） 

（注）1. 自己株式530,394株は「個人その他」に529単元、「単元未満株式の状況」に1,394株含まれております。 
　　　 なお、自己株式530,394株は株主名簿上の株式数であり、期末日現在の実質的な所有株式数は529,694株であります。 
　　 2. 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、22単元含まれております。 

株 主 数 （人）  

所有株式数（単元） 

割 　 合 （％）  
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400,509 

58.36
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6,230 
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10.76
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9,361 
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10.28

11,455 
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100.00
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6,729,205 
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政府及び 
地方公共団体 金融機関 証券会社 その他の法人 個人その他 計 外国法人等 

（個人以外） 
外国法人等 
（個人） 

区　　　　分 
単元未満 
株式の状況 
（株） 

単元未満 
株式の状況 
（株） 

株式の状況（1単元の株式数1,000株） 
 

株 主 数 （人）  

所有株式数（単元） 

割 　 合 （％）  

－ 

－ 

－ 

1 
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100.00

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 
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70,000 

100.00
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－ 

－ 

政府及び 
地方公共団体 金融機関 証券会社 その他の法人 個人その他 計 外国法人等 

（個人以外） 
外国法人等 
（個人） 

区　　　　分 
株式の状況（1単元の株式数1,000株） 

 

資本金の推移 

平成12年3月31日 

平成17年3月31日 

転換社債の転換（平成11年4月1日～平成12年3月31日） 

第1回無担保転換社債型新株予約権付社債の転換 

 

0.5 

8,492

増　資　額 年　　月　　日 

50,872 

59,364

摘　　　　　要 

（単位：百万円） 

増資後資本金 

（優先株式） 

（普通株式） 

住　　　　　所 所有株式数（千株） 発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合（%） 氏名又は名称 

住　　　　　所 所有株式数（千株） 発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合（%） 氏名又は名称 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 東京都中央区晴海1丁目8-11 85,208 12.29 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 東京都港区浜松町2丁目11-3 25,971 3.74 

株式会社新生銀行 東京都千代田区内幸町2丁目1-8 21,281 3.07 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内1丁目6-6 20,477 2.95 

富士火災海上保険株式会社 大阪市中央区南船場1丁目18-11 18,746 2.70 

株式会社あおぞら銀行 東京都千代田区九段南1丁目3-1 18,600 2.68 

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内1丁目2-1 14,099 2.03 

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内1丁目3-3 13,507 1.94 

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町2丁目2-1 11,000 1.58 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内2丁目1-1 10,945 1.57 

　　　　　　　　計　 　　　　　　　　－ 239,835  34.60

株式会社整理回収機構 東京都中野区本町2丁目46-1 70,000 100.00

平成16年4月1日～ 
平成17年3月31日 （　　　　　　　　　　     ） 




